
議案番号 件　　名 議決日 結　果

垂井町個人情報保護法施行条例の制定について

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律により個
人情報の保護に関する法律が改正され、地方公共団体も当該法律の対象と
なることから、個人情報に関する条例を廃止し、新たに当該法律の施行に
関し必要な事項を規定する条例を制定するもの。

垂井町情報公開等審査会条例の制定について

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律により個
人情報の保護に関する法律が改正されたことに伴い、垂井町情報公開等審
査会の所掌諸事務等について見直しを行い、規定を整備するため、新たに
条例を制定するもの。

垂井町職員の高齢者部分休業に関する条例の制定につ
いて
公務員の定年延長に合わせ、高齢職員の多様な働き方を確保するため、

地方公務員法第２６条の３の規定に基づき、職員の高齢者部分休業につい
て規定した条例を制定するもの。

垂井町職員の定年等に関する条例の一部改正について

地方公務員法の一部を改正する法律の施行等を踏まえ、職員の定年を引
き上げるとともに、管理監督職勤務上限年齢制及び定年前再任用短時間勤
務制を導入するほか、所要の改正を行うもの。

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係
条例の整備に関する条例の制定について
地方公務員法の一部を改正する法律の公布に伴い、関係する条例の規定

を整備するもの。

垂井町議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例
の一部改正について
人事院勧告に伴う国の対応に準じ、期末手当の引き上げを行うため、所

要の改正を行うもの。

垂井町常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部改
正について
人事院勧告に伴う国の対応に準じ、期末手当の引き上げを行うため、所

要の改正を行うもの。

垂井町職員の給与に関する条例及び垂井町一般職の任
期付職員の採用等に関する条例の一部改正について

人事院勧告に伴う国の対応に準じ、給料表及び勤勉手当の改定を行うた
め、所要の改正を行うもの。

垂井町税賦課徴収条例等の一部改正について

地方税法等の一部を改正する法律等の公布に伴い、住宅借入金等特別税
額控除の適用期限の延長を行うほか、所要の改正を行うもの。

垂井町町営住宅条例の一部改正について

入居者の共通の利益を図るため特に必要と認める費用について、共益費
として入居者から徴収するため、所要の改正を行うもの。

議第８５号 12月16日 原案可決

議第８６号 12月16日 原案可決

議第８７号 12月16日 原案可決

議第８４号 12月16日 原案可決

議第８１号 12月16日 原案可決

議第８２号 12月16日 原案可決

議第８３号 12月16日 原案可決

令和４年第６回垂井町議会定例会の会議結果

（会期：令和４年１２月７日～１６日　１０日間）

議第７８号 12月16日 原案可決

議第８０号 12月16日 原案可決

議第７９号 12月16日 原案可決



垂井町水道事業の設置等に関する条例の一部改正につ
いて
令和５年４月から簡易水道事業に地方公営企業法を適用することに伴

い、水道事業に統合するため、関係する条例の規定を整備するもの。

垂井町いきいきパターゴルフ場の設置及び管理に関す
る条例の廃止について
令和４年度をもって垂井町いきいきパターゴルフ場を廃止するため、条

例を廃止するもの。

令和２年度垂井町浄化センター水処理施設増設工事委
託に関する協定の変更について
協定の金額を９億９，７００万円から１１億９，６５０万円に変更する

もの。

令和４年度垂井町一般会計補正予算（第７号）

１億４，３４４万５千円を追加し、予算総額を１０６億３，８８１万６
千円とするもの。

令和４年度垂井町一般会計補正予算（第８号）

１，６１０万円を追加し、予算総額を１０６億５，４９１万６千円とす
るもの。

教育委員会委員の任命について

　風越由美子氏を任命するもの。

監査委員の選任について

　古藏正彦委員の任期満了に伴い、同氏を再任するもの。

固定資産評価審査委員会委員の選任について

　中村真木子委員の任期満了に伴い、同氏を再任するもの。

庁舎跡地等活用に関する調査特別委員会調査結果報告
の件
庁舎跡地等活用に関する調査特別委員長から、特別委員会の調査結果及

び意見を報告するもの。

議員派遣の件

　研修会等に議員を派遣するもの。

議第９１号 12月16日 原案可決

－ 12月16日 報　告

議第９２号 12月16日 原案可決

議第９３号 12月16日 同　意

議第９４号 12月16日 同　意

議第９５号 12月16日 同　意

12月16日 原案可決

議第９０号 12月7日 原案可決

－ 12月16日 決　定

議第８９号 12月16日 原案可決

議第８８号


